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環境パートナーシップ拠点としての
GEOCへの期待
ー地方EPOの視座からー



EPO九州は、
2007年9月
熊本市国際交
流会館に８番
目のEPOとし
て設置。
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全国EPO連絡会 開催地の変遷

地方の真ん中から、さらにローカルへ 3.11
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GEOC・本省がフランチャイズ本部
地方EPOは個別店舗。各店舗のオーナーは地方局、店舗経営を運営団体が担う

GEOCを起点に展開されたパートナーシップ拠点



名前は１つ、業態は８つ

EPO九州では

コンシェルジュ

対話の場

づくり

相談対応

情報受発

信

• 地方EPOが各地に設置された当初
（2003年～2007年）、GEOCの持つ
機能やネットワークのローカライズ、
地域・地方の声を政策へ届ける役割が
想定された。しかし、伝え方や見せ
方・展開は地方ごと。

• 同じ名前の店舗でも扱っている品物や
サービスが個々に発展した状態。

• ８つの地方EPOが出揃ったことで、せ
めてスタンダードな品ぞろえは共通に
したいという声が出始める。

• 情報受発信・相談対応・対話の場を基
軸とする基本業務の整理とすり合わせ。











• 地方EPOの見せ方・伝え方を２階建てモデルとしてアップデート（物理的・地理的
に別々の拠点だが、バーチャルな一体的コンセプト）。

• 他省庁・部局の事業とも連携し地域循環共生圏づくりや自然共生を共通的・横断的
に取り組むライフスタイル・セレクトショップスタイル。2階部分に地域性を発揮。

• GEOCは全体のプロデュース、品ぞろえを強化する環境政策のバイヤーを担う。



役割分担から、相互結節 デュアルハブへ
• 国際的な場＝東京から、洞爺湖
サミット（2008、北海道）や
COP10（2010、愛知）、ESD
会合（2014、愛知・岡山）、広
島サミット（2023、広島）ネイ
チャーポジティブGサミット
（2026、熊本）など、地方・地
域を舞台にした国際的な発信機
会が広がる。

• 四国EPOは運営団体レベルで国
際協力実践があり、EPO東北も
東南アジアでの活動連携がある
など、ローカル視点からのグ
ローバルな取組みへ。

• EPO九州では、台湾やアジア圏からの人材育成
ニーズが高まっている。

• いわゆる国際をGEOC、国内を地方EPOというすみ分
け・役割分担から、テーマ・イシューに応じて相互にア
メーバのような結節を担うデュアル・ハブ化。

• 今後はJICAさんとの情報交換など地方レベルでのグリッ
ド拡張のフェーズ。



地方EPOのGEOC化＝地方EPOC

地方EPO＋ESDセンター

基盤支援ネットワーク

温防センター
VCネットワーク

テーマ型中間支援



GEOCとEPO ヨコとナナメの関係
• GEOC-EPOの関係はともするとタ
テの関係でとらえられがち。

• 地方それぞれに共通・固有のネッ
トワークを独自につなぐ地方EPO
へと発展する中で、地方EPOの
GEOC化、 GEOCと共にデュア
ル・ハブが方向性。

• 全国的な環境政策の枠組みを活か
した運営基盤をもとに、環境政策
のうねりを地方で巧みに使いこな
すインタープリテーション機能、
環境局のEPOへと発展。フラン
チャイズ×ローカライズ型のライ
フスタイルモール。

• 中間支援の様々なフェーズを相互
補完する多様な中間支援機能を有
機的につなぐ。

地方EPO＋
ESDセンター

基盤支援ネット
ワーク

温防センター
ビジターセンターネットワーク

テーマに応じ
た中間支援

• 地域の政策拠点同士が連携・ネットワークすることでブ
ロックレベルでの面的な機能を拡充。

地方EPOCの爆誕



① 環境政策と地域の暮らしを、双方向に「翻訳する」
• 脱炭素・自然共生・循環経済などの環境政策を、地域の仕事や暮らしに
結びつく具体的な取組に変える。同時に、地域で生まれる困りごとや実
践知を、政策提案に変えて届ける役割。制度を紹介するところから、地
域で使える形にする。
② 地域の支援機能を「編み直す」
• 主体をつなぐフェーズから、中間支援をつなぐ役割。仲介・紹介にとど
まらず地域にある力を、協働で動ける力に変える拠点。
③ 地域の実践知を、全国・世界へ「循環させる」
• 地域の取組から「うまくいった」「つまずいた」要因や関係性を整理し、
他地域の実践や環境政策づくりに生かす役割。

地方EPOとGEOCが相互に協働を補完

外付けAIとしての地方EPO
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